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査』の2002年第 ₃ 四半から2010年第 2 四半期まで











の変化をみておく 8 ）（図 4 参照）。まず実質
GDPは，2002年 1 月 か ら2008年 2 月 の73か 月
景気が拡大したとする内閣府の景気基準日付に












₈ ）その他の変数の記述統計量は巻末の付表 1 を参照。



























る。一方，有意ならば，α2 < ₀ の場合 ，直接
的な失業改善をさらに促す効果があり，追加的
非労働力効果が就業意欲効果の影響を上回ると








もし有意ならば，α3 > 0 の場合，直接的な失
表 ₁　失業率関数の推定結果 ₁
































































































































































Ehrenberg, R. G., and Smith, R. S., (2009) Modern Labor 
Economics –Theory and Public Policy, Tenth 
edition, Pearson Education Inc., Boston, MA, USA.
Genda, Y., and Kurosawa, M., (2001) ‘Transition from 
School to Work in Japan’, Journal of the Japanese 
and International Economies, 15(4), pp.465-488.
Genda, Y., Teruyama, H., Ohta, S., Kambayashi, R., and 
Ishihara, M., (2007) ‘Ageing and employment in 
11）太田（2000），Genda and Kurosawa（2001）など
― PB ―― 30 ― 流通経済大学論集　Vol.47, No.1
(030)
Japan’, Ageing and the Labor Market in Japan: 
Problems and policies, eds. Hamada, K., and Kato, 
H., Edward Elgar, Cheltenham, UK/Northampton, 
MA, USA.
Marston, S. T., (1976) ‘Employment Instability and 
High Unemployment Rates’, Brookings Papers on 
Economic Activity, 1, pp.169-203.
Tachibanaki, T., and Sakurai, K., (1991) ‘Labour supply 
and unemployment in Japan’, European Economic 
Review, 35⑻, pp.1575–1587.
石井加代子・黒澤昌子（2009）「年金制度改正が男性高
齢者の労働供給行動に与える影響の分析」『日本労
働研究雑誌』51⑻，pp.43-64.
太田聰一（2000）「若者の転職志向は高まっているの
か」『エコノミックス』第 2 章，東洋経済新報社.
太田聰一（2005a）「地域の中の若年雇用問題」『日本労
働研究雑誌』47⑹，pp17-33. 
太田聰一（2005b）「フローから失業を考える」大竹文
雄編『応用経済学への誘い』第 ₃ 章，日本評論社.
大竹文雄・太田聰一（2002）「デフレ下の雇用対策」『日
本経済研究』44， pp.22-45. 
大竹文雄・小原美紀（2010）「失業率と犯罪発生率の関
係 : 時系列および都道府県別パネル分析」『犯罪社
会学研究』35，pp.54-71.
黒田祥子・山本勲（2008）「異時点間の労働供給弾性値
(Frisch弾性値)の計測―わが国有配偶女性のマイク
ロ・データを用いた検証」『三田商学研究』51⑵, 
pp.77-92.
澤田康幸・崔允禎・菅野早紀（2010）「不況・失業と自
殺の関係についての一考察」『日本労働研究雑誌』
52⑸，pp.58-66.
照山博司（2010）「1990年代以降の労働市場と失業率の
上昇」『日本労働研究雑誌』52⑷，pp.2-5.
樋口美雄（1989）「失業率指標への供給者行動からの接
近」『三田商学研究』32⑴，pp.85-114.
樋口美雄（2001）『雇用と失業の経済学』日本経済新聞
社.
樋口美雄・山本勲（2002）「わが国男性高齢者の労働供
給行動メカニズム―年金・賃金制度の効果分析と
高齢者就業の将来像」『金融研究』21，pp.31-77.
三谷直紀（2003）「労働」橘木俊詔編『戦後日本経済を
検証する』第 ₅ 章，東京大学出版会.
勇上和史（2005）「都道府県データを用いた地域労働市
場の分析--失業・無業の地域間格差に関する考察」
『日本労働研究雑誌』47⑹，pp.4-16.
吉田千鶴（2005）「1975から2000年における日本女性の
労働供給構造--就業意欲喪失効果と追加的労働力効
果の観点から」『経済系』222，pp.37-51.
労働政策研究・研修機構（2011）『ユースフル労働統計
―労働統計加工指標集―2011』.
付表 ₁　記述統計量
